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日 監 第 ７ ８ 号 

令和２年(2020 年)8 月 21 日 

 

 日 野 市 長 

  大 坪 冬 彦  様 

 

日野市監査委員  石 田  等 

 

 

                日野市監査委員   古 賀 壮 志 

 

 

令和元年度日野市公営企業会計決算 

審査意見について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第２項の規定に基づき、

審査に付された令和元年度日野市立病院事業会計決算報告書、財務諸表及び 

関係証書類について審査した結果、次のとおり意見を付します。 
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令和元年度日野市公営企業会計決算 

審   査   意   見   書 
 

 

 

第１ 審査の概要 
 

 １ 審査の種類 

   地方公営企業法第３０条第２項の規定による審査 

 

 

２ 審査の対象 

   令和元年度日野市立病院事業会計決算 

 

 

 ３ 審査の期間 

   令和２年６月５日から令和２年８月７日まで 

 

 

 ４ 審査の着眼点及び実施内容 

   この審査にあたっては、市長から審査に付された決算関係書類が、公営企業

の経営成績及び財政状態を適正に表示しているかどうかを検証するため、諸会

計帳票及び証書類との照合等、通常実施すべき手続きにより審査した。 

   なお、事業が経済性及び公共性の特質を生かしているかどうかを主眼として

考察した。 

本審査は日野市監査基準に準拠し実施した。 
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第２ 審査の結果 
 

１ 決算諸表について 

  審査に付された決算諸表は、地方公営企業法及び関係法令に準拠して作成され、

病院事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認められた。 

 

２ 経営状況について 

 ⑴ 収益的収入及び支出について 

  ア 病院事業収益は、表１に示すとおりである。 

   ◎病院事業収益は、８５億８,０３７万７千円で前年度８６億６,８８３万３

千円と比べ、８,８４５万６千円（１.０％）の減少となっている。 

   ○医業収益は、６９億５,０３２万３千円で前年度７０億９,３４４万７千円 

と比べ１億４,３１２万４千円（２.０％）の減少となっている。 

   ・内訳は、入院収益４６億１,１３９万６千円で前年度４５億３,１８６万９

千円と比べ、７,９５２万７千円（１.８％）の増加、外来収益２１億３,

３８３万１千円で前年度２３億３,２８１万円と比べ、１億９,８９７万９

千円（８.５％）の減少、その他医業収益２億５０９万５千円で前年度２億

２,８７６万７千円と比べ２，３６７万２千円（１０.３％）の減少となっ

ている。 

   ○医業外収益は、１５億８,９５０万７千円で前年度１５億７,３９６万６千

円と比べ、１,５５４万１千円（１.０％）の増加となっている。 

   ・主なものは、国庫補助金３４０万４千円で前年度３５９万１千円と比べ  

１８万７千円（５.２％）の減少、都補助金３億９,４０２万７千円で前年

度３億７,９５５万７千円と比べ、１,４４７万円（３.８％）の増加、負

担金交付金９億円で前年度と同額、他会計補助金は５,０００万円で前年

度と同額である。その他医業外収益１億４,００１万１千円で前年度１億

３,７６６万４千円と比べ、２３４万７千円（１.７％）の増加、長期前受

金戻入は１億２０２万７千円で前年度１億３１１万６千円と比べ、１０８

万９千円（１.１％）の減少となっている。 

   ○特別利益は、４,０５４万７千円で前年度１４２万円と比べ、３,９１２万

７千円（２,７５５.５％）の増加となっている。 
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表１ 

病 院 事 業 収 益 年 度 比 較 表 
（単位：円：％） 

8,580,376,969 100.0 8,668,832,622 100.0 △ 88,455,653 △ 1.0

6,950,322,505 81.0 7,093,446,560 81.8 △ 143,124,055 △ 2.0

入 院 収 益 4,611,396,170 53.7 4,531,869,094 52.3 79,527,076 1.8

外 来 収 益 2,133,830,966 24.9 2,332,810,140 26.9 △ 198,979,174 △ 8.5

そ の 他
医 業 収 益

205,095,369 2.4 228,767,326 2.6 △ 23,671,957 △ 10.3

1,589,507,258 18.5 1,573,966,112 18.2 15,541,146 1.0

受 取 利 息
及 び 配 当 金

38,116 0.0 37,931 0.0 185 0.5

国 庫 補 助 金 3,404,000 0.0 3,591,235 0.0 △ 187,235 △ 5.2

都 補 助 金 394,027,000 4.6 379,557,000 4.4 14,470,000 3.8

負担金交付金 900,000,000 10.5 900,000,000 10.4 0 0.0

他会計補助金 50,000,000 0.6 50,000,000 0.6 0 0.0

そ の 他
医 業 外 収 益

140,010,912 1.6 137,663,940 1.6 2,346,972 1.7

長期前受金戻入 102,027,230 1.2 103,116,006 1.2 △ 1,088,776 △ 1.1

40,547,206 0.5 1,419,950 0.0 39,127,256 2755.5

過 年 度
損 益 修 正 益

547,206 0.0 1,419,950 0.0 △ 872,744 △ 61.5

そ の 他
特 別 利 益

40,000,000 0.5 0 0.0 40,000,000 皆増

特 別 利 益

病 院 事 業 収 益

令和元年度 平成３０年度

決 算 額
(A)

決 算 額
(B)

構成比 構成比
増 減 額
(A)－(B)

比率

対 前 年 度
             区  分

  科  目

医 業 収 益

医 業 外 収 益
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イ 病院事業費用は、表２に示すとおりである。 

   ◎病院事業費用は、８３億８,２６３万６千円で前年度８５億２,５７８万４

千円と比べ、１億４,３１４万９千円（１.７％）の減少となっている。 

   ○医業費用は、８２億７０２万３千円で前年度８３億５,８５２万８千円と比

べ、１億５,１５０万４千円（１.８％）の減少となっている。 

   ・主なものは、給与費４５億５,１３０万２千円で前年度４４億５,８９４万

３千円と比べ、９,２３６万円（２.１％）の増加、材料費１６億７,５９

４万円で前年度１８億１,７００万１千円と比べ、１億４,１０６万１千円

（７.８％）の減少、経費１５億３,５５４万６千円で前年度１５億３３５

万４千円と比べ、３,２１９万２千円（２.１％）の増加、減価償却費４億

１,７４９万円で前年度５億５,０１８万８千円と比べ、１億３,２６９万

７千円（２４.１％）の減少、資産減耗費４４０万２千円で前年度５６２

万１千円と比べ、１２１万９千円（２１.７％）の減少、研究研修費２,２

３４万３千円で前年度２,３４２万１千円と比べ、１０７万８千円（４.

６％）の減少となっている。 

   ○医業外費用は、１億３,４５３万６千円で前年度１億４,０４１万３千円と

比べ、５８７万７千円（４.２％）の減少となっている。 

   ・主なものは、支払利息１億１,４３３万９千円で前年度１億２,２９１万４

千円と比べ、８５７万５千円（７.０％）の減少、消費税及び地方消費税

２,０１９万７千円で前年度１,７４９万９千円と比べ、２６９万８千円

（１５.４％）の増加となっている。 

   ○特別損失は、４,１０７万６千円で前年度２,６８４万３千円と比べ、１,

４２３万３千円（５３.０％）の増加となっている。 

   ・内訳は、過年度損益修正損３２万６千円で前年度２,２７２万４千円と比べ、

２,２３９万８千円（９８.６％）の減少、その他特別損失は４,０７５万

円で前年度４１１万９千円と比べ３,６６３万１千円（８８９.２％）の増

加となっている。 
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表２ 

病 院 事 業 費 用 年 度 比 較 表 
（単位：円：％） 

8,382,635,560 100.0 8,525,784,100 100.0 △ 143,148,540 △ 1.7

8,207,023,443 97.9 8,358,527,555 98.0 △ 151,504,112 △ 1.8

給 与 費 4,551,302,292 54.3 4,458,942,713 52.3 92,359,579 2.1

材 料 費 1,675,940,426 20.0 1,817,001,475 21.3 △ 141,061,049 △ 7.8

経 費 1,535,545,669 18.3 1,503,354,067 17.6 32,191,602 2.1

減価償却費 417,490,336 5.0 550,187,587 6.5 △ 132,697,251 △ 24.1

資産減耗費 4,402,084 0.1 5,621,101 0.1 △ 1,219,017 △ 21.7

研究研修費 22,342,636 0.3 23,420,612 0.3 △ 1,077,976 △ 4.6

134,536,083 1.6 140,413,139 1.6 △ 5,877,056 △ 4.2

支 払 利 息 114,339,183 1.4 122,913,739 1.4 △ 8,574,556 △ 7.0

消費税及び
地方消費税

20,196,900 0.2 17,499,400 0.2 2,697,500 15.4

41,076,034 0.5 26,843,406 0.3 14,232,628 53.0

過 年 度
損益修正損

326,034 0.0 22,724,096 0.3 △ 22,398,062 △ 98.6

そ の 他
特 別 損 失

40,750,000 0.5 4,119,310 0.0 36,630,690 889.2

病 院 事 業 費 用

特 別 損 失

医 業 費 用

医 業 外 費 用

決 算 額
(A)

決 算 額
(B)

             区  分

  科  目 構成比

令和元年度 平成３０年度

比率

対 前 年 度

増 減 額
(A)－(B)

構成比
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  ウ 診療報酬の請求と審査減の状況は、表３に示すとおりである。 

    病院事業収益の中心は診療報酬であり、診療機関が保険者（社会保険診療

報酬支払基金等）に請求し、審査委員会の審査を経て収入されるものである

が、審査委員会の査定により減点されることがある。なお、審査減について

は、見直し後再請求している。 

 

表３ 

年度別診療報酬請求と審査減の状況 

入 院 

  

 

 

 

 

外 来 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 経営成績について 

  ア 比較損益計算書（税抜き）は、表４に示すとおりである。 

   ・医業損失は、１０億１,５５３万９千円で前年度１０億３,９８２万５千円

と比べ、２,４２８万６千円（２.３％）の減少となっている。 

   ・経常利益は、１億９,８２５万６千円で前年度１億６,８４１万円と比べ、

２,９８４万６千円（１７.７％）の増加となっている。 

・当年度純利益は、１億９,７７４万１千円で前年度１億４,３０４万９千円

と比べ、５,４６９万３千円（３８.２％）の増加となっている。 

 

区        分 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度

件　数 9,382 9,752 9,832

点　数 459,114,379 459,332,383 449,671,281

件　数 724 759 642

点　数 952,584 1,094,873 812,414

請 求 に 対 す る 件　数 7.7 7.8 6.5

審査減の割合（％） 点　数 0.21 0.24 0.18

請        求

審   査   減

区        分 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度

件　数 144,146 152,044 155,843

点　数 212,126,410 233,610,868 242,313,859

件　数 3,081 3,396 3,657

点　数 556,018 584,257 704,555

請 求 に 対 す る 件　数 2.1 2.2 2.3

審査減の割合（％） 点　数 0.26 0.25 0.29

請        求

審   査   減
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表４ 

比 較 損 益 計 算 書 
（単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年度

対前年度

増 減 額 比率 比率

6,929,056,927 △ 144,177,972 △ 2.0 7,073,234,899 △ 1.0 7,145,708,157

入 院 収 益 4,611,145,685 79,457,257 1.8 4,531,688,428 0.4 4,515,577,396

外 来 収 益 2,129,207,955 △ 199,912,341 △ 8.6 2,329,120,296 △ 3.8 2,420,518,355

その他 医業 収益 188,703,287 △ 23,722,888 △ 11.2 212,426,175 1.3 209,612,406

7,944,595,597 △ 168,464,343 △ 2.1 8,113,059,940 △ 5.7 8,602,183,456

給 与 費 4,549,094,388 92,352,435 2.1 4,456,741,953 △ 1.6 4,530,476,713

材 料 費 1,536,715,714 △ 145,479,948 △ 8.6 1,682,195,662 △ 4.2 1,756,435,023

経 費 1,416,219,076 19,671,474 1.4 1,396,547,602 1.0 1,383,397,795

減 価 償 却 費 417,490,336 △ 132,697,251 △ 24.1 550,187,587 △ 39.2 904,839,687

資 産 減 耗 費 4,402,084 △ 1,219,017 △ 21.7 5,621,101 20.1 4,680,034

研 究 研 修 費 20,673,999 △ 1,092,036 △ 5.0 21,766,035 △ 2.6 22,354,204

△ 1,015,538,670 24,286,371 △ 2.3 △ 1,039,825,041 △ 28.6 △ 1,456,475,299

1,580,854,902 14,928,386 1.0 1,565,926,516 △ 5.0 1,647,538,501

受取利息及び配当金 38,116 185 0.5 37,931 159.7 14,603

国 庫 補 助 金 3,404,000 △ 187,235 △ 5.2 3,591,235 76.7 2,032,000

都 補 助 金 394,027,000 14,470,000 3.8 379,557,000 △ 2.1 387,564,000

負 担 金 交 付金 900,000,000 0 0.0 900,000,000 0.0 900,000,000

他 会 計 補 助金 50,000,000 0 0.0 50,000,000 △ 58.3 120,000,000

その他医業外収益 131,358,556 1,734,212 1.3 129,624,344 2.2 126,870,647

長期前受金戻入 102,027,230 △ 1,088,776 △ 1.1 103,116,006 △ 7.2 111,057,251

367,060,048 9,368,412 2.6 357,691,636 △ 3.5 370,709,620

支 払 利 息 114,339,183 △ 8,574,556 △ 7.0 122,913,739 △ 6.5 131,398,501

消 費 税 20,196,900 2,697,500 15.4 17,499,400 2.0 17,160,700

雑 損 失 232,523,965 15,245,468 7.0 217,278,497 △ 2.2 222,150,419

1,213,794,854 5,559,974 0.5 1,208,234,880 △ 5.4 1,276,828,881

198,256,184 29,846,345 17.7 168,409,839 △ 193.7 △ 179,646,418

40,547,206 39,127,256 2,755.5 1,419,950 246.5 409,801

547,206 △ 872,744 △ 61.5 1,419,950 246.5 409,801

40,000,000 40,000,000 皆増 0 0.0 0

41,061,981 14,280,714 53.3 26,781,267 3,819.0 683,369

311,981 △ 22,349,976 △ 98.6 22,661,957 3,216.2 683,369

40,750,000 36,630,690 889.2 4,119,310 皆増 0

△ 514,775 24,846,542 △ 98.0 △ 25,361,317 9,170.6 △ 273,568

197,741,409 54,692,887 38.2 143,048,522 △ 179.5 △ 179,919,986

△ 8,620,366,949 143,048,522 △ 1.6 △ 8,763,415,471 2.1 △ 8,583,495,485

0 0 0.0 0 0.0 0

8,422,625,540 △ 197,741,409 △ 2.3 8,620,366,949 △ 1.6 8,763,415,471

金　　　額

医 業 外 費 用 (E)

そ の 他 特 別 利 益

医 業 費 用 (B)

医 業 外 収 益 (D)

医 業 収 益 (A)

医業損益(C)=(A)-(B)

令和元年度

その他未処分利益剰余金変動額

過年度損益修正益

過年度損益修正損

特 別 利 益 (H)

当年度未処理欠損金

前年度繰越利益剰余金

特 別損 益 (J)=(H)-(I)

当 年 度 純 損 益

(K)=(G)+(J)

特 別 損 失 (I)

平成３０年度

そ の 他 特 別 損 失

医 業 外 損 益 (F)=(D)-(E)

経 常損 益 (G)=(C)+(F)

金　　　額
対 前 年 度

金　　　額
科　　目
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イ 病院利用状況は、表５に示すとおりである。 

 

表５ 

病院利用状況等年度比較表 

 

 対前年度

増減率（％）

床 床 床

300 300 300

％ ％ ％

79.4 81.6 82.3

人 人 人

87,151 89,307 90,173

人 人 人

238.1 244.7 247.0

人 人 人

192,908 202,209 208,261

人 人 人

803.8 828.7 853.5

人 人 人

280,059 291,516 298,434

人 人 人

1,041.9 1,073.4 1,100.5

％ ％ ％

221.3 226.4 231.0

人 人 人

4.5 4.9 4.9

人 人 人

9.9 11.1 11.4

人 人 人

1.0 1.1 1.1

人 人 人

2.3 2.5 2.6

％ ％ ％

13.2 15.0 15.4

％ ％ ％

10.1 9.8 10.2

％ ％ ％

0.8 0.8 0.8

％ ％ ％

24.1 25.6 26.4

％ ％ ％

65.5 62.9 63.3

備　　　考

病 床 数 0.0

区　　　分 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度

病 床 利 用 率 △ 2.2

患
　
　
　
　
　
　
　
　
者
　
　
　
　
　
　
　
　
数

入
　
　
院

年 間 △ 2.4

合
　
　
計

比 率

一 日 平 均 △ 2.9

外 来 ・ 入 院 患 者

年延入院患者数（A)

一 日 平 均 △ 2.7

外
　
　
来

年 間 △ 4.6 年延外来患者数（C)

△ 5.1

（A)／入院診療日数（B)

△ 10.8

看

護

部

門

職

員

入 院 △ 9.1

△ 8.0外 来

対
医
業
収
益
比

材
　
料
　
費

薬 品 費 △ 1.8

診 療 材 料 費 0.3

0.0
そ の 他 医 療
材 料 費

給 与 費 2.6

年 間 △ 3.9

一 日 平 均 △ 3.0

職
員
一
人
当
た
り
患
者
数

医
　
　
師

入 院 △ 8.2

外 来

合 計 △ 1.5

（C)／年延看護部門職員数

薬品費／医業収益×100

診療材料費／医業収益 ×100

その他医療材料費 ／医業収益×100

医療材料費／医業収益×100

（A)／年延病床数×100

（C)／（A)×100

給与費／医業収益×100

（A)／年延医師数

（C)／年延医師数

（A)／年延看護部門職員数

（C)／外来診療日数（D)



－9－ 

ウ 診療科別利用状況は、入院(表６)、外来(表７)に示すとおりである。 

 
表６ 

診 療 科 別 利 用 状 況 年 度 比 較 表 

入  院                      （ 単 位 ： 人 ： ％ ： 点 ） 

 

 

内 科 26,317 30.2 111,008,967.7 24.1 26,908 30.1 109,748,510.9 24.2 △ 2.2

循 環 器 内 科 7,285 8.4 40,274,266.1 8.7 7,765 8.7 41,395,378.0 9.1 △ 6.2

小 児 科 4,208 4.8 20,934,558.5 4.5 4,686 5.2 22,890,851.0 5.1 △ 10.2

外 科 14,095 16.2 86,039,085.4 18.7 14,246 16.0 86,575,333.2 19.1 △ 1.1

整 形 外 科 16,385 18.8 93,474,206.9 20.3 14,762 16.5 77,727,878.5 17.2 11.0

脳 神 経 外 科 3,268 3.7 18,664,206.6 4.0 3,803 4.3 20,713,043.4 4.6 △ 14.1

皮 膚 科 632 0.7 2,382,851.1 0.5 657 0.7 2,266,450.8 0.5 △ 3.8

泌 尿 器 科 3,358 3.9 16,828,305.7 3.6 3,771 4.2 18,209,018.4 4.0 △ 11.0

産 婦 人 科 4,127 4.7 28,649,903.0 6.2 4,139 4.6 29,158,126.0 6.4 △ 0.3

眼 科 1,049 1.2 9,800,864.4 2.1 1,180 1.3 10,397,076.8 2.3 △ 11.1

耳 鼻 咽 喉 科 1,139 1.3 7,308,288.6 1.6 1,658 1.9 8,755,783.4 1.9 △ 31.3

歯 科 口 腔 外 科 3,069 3.5 17,343,738.3 3.8 2,563 2.9 13,492,896.7 3.0 19.7

麻 酔 科 25 0.0 141,333.7 0.0 71 0.1 278,027.7 0.1 △ 64.8

救 急 科 2,194 2.5 8,289,041.0 1.8 3,098 3.5 11,578,534.6 2.6 △ 29.2

合　　　　計 87,151 100.0 461,139,617.0 100.0 89,307 100.0 453,186,909.4 100.0 △ 2.4

令和元年度 平成３０年度
　　　　　区 分

 科  別

対前年度
延患者数
増減率延患者数 構成比 収入点数 構成比 延患者数 構成比 収入点数 構成比
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表７ 

診 療 科 別 利 用 状 況 年 度 比 較 表 

外  来                      （ 単 位 ： 人 ： ％ ： 点 ） 

内 科
（ 透 析 含 む ）

49,721 25.8 82,350,630.0 38.6 50,292 24.9 82,181,262.0 35.2 △ 1.1

循 環 器 内 科 10,849 5.6 13,174,820.3 6.2 11,731 5.8 13,856,850.6 5.9 △ 7.5

小 児 科 11,982 6.2 11,281,366.1 5.3 11,693 5.8 11,080,000.3 4.7 2.5

外 科 13,650 7.1 23,309,195.9 10.9 17,209 8.5 42,759,385.2 18.3 △ 20.7

整 形 外 科 27,203 14.1 16,662,591.7 7.8 28,135 13.9 16,169,023.3 6.9 △ 3.3

脳 神 経 外 科 3,489 1.8 4,082,390.6 1.9 3,744 1.9 4,142,250.0 1.8 △ 6.8

皮 膚 科 11,212 5.8 4,842,807.9 2.3 12,224 6.0 4,963,365.9 2.1 △ 8.3

泌 尿 器 科 15,095 7.8 18,736,482.7 8.8 14,883 7.4 17,401,596.6 7.5 1.4

産 婦 人 科 6,920 3.6 7,821,917.0 3.7 7,761 3.8 9,120,315.0 3.9 △ 10.8

眼 科 7,369 3.8 5,663,764.9 2.7 7,717 3.8 5,590,410.0 2.4 △ 4.5

耳 鼻 咽 喉 科 10,848 5.6 6,736,861.5 3.2 12,596 6.2 7,668,352.0 3.3 △ 13.9

精 神 科 2,858 1.5 1,605,422.8 0.8 2,777 1.4 1,497,458.6 0.6 2.9

歯 科 口 腔 外 科 9,849 5.1 8,122,234.6 3.8 9,796 4.8 7,295,652.2 3.1 0.5

リ ハ ビ リ テ ー
シ ョ ン 科

5,164 2.7 2,548,077.6 1.2 4,653 2.3 2,247,921.3 1.0 11.0

放 射 線 科 256 0.1 705,613.5 0.3 259 0.1 694,281.4 0.3 △ 1.2

麻 酔 科 4,278 2.2 1,853,835.8 0.9 4,218 2.1 1,849,612.8 0.8 1.4

救 急 科 2,165 1.1 3,885,083.7 1.8 2,521 1.2 4,763,276.8 2.0 △ 14.1

合　　　　計 192,908 100.0 213,383,096.6 100.0 202,209 100.0 233,281,014.0 100.0 △ 4.6

構成比 延患者数 構成比 収入点数 構成比

令和元年度 平成３０年度
　　　　　区 分

 科  別

対前年度

延患者数
増減率延患者数 構成比 収入点数
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  エ 職員配置状況は、表８に示すとおりである。 

 

表８ 

職 員 配 置 状 況 年 度 末 比 較 表 
（単位：人） 

医 師 53 50 50 3

看 護 職 員 232 225 223 7

医 療 技 術 職 員 61 55 58 6

事 務 職 員 31 26 26 5

そ の 他 の 職 員 0 0 0 0

合　　計 377 356 357 21

令和元年度 平成３０年度 平成２９年度
         年  度
  区  分 対前年度増減

 

 

・当年度末職員総数は、３７７人で前年度末３５６人と比べ、２１人（５.

９％）の増加となっている。 

・当年度末医師数は、５３人で前年度末５０人と比べ、３人（６.０％）の増

加となっている。 

・当年度末看護職員数は、２３２人で前年度末２２５人と比べ、７人 

（３.１％）の増加となっている。 

・当年度末医療技術職員数は、６１人で前年度末５５人と比べ、６人（１０.

９％）の増加となっている。 

・当年度末事務職員は、３１人で前年度末２６人比べ、５人（１９.２％）の

増加となっている。 

 

   □注  看 護 職 員 ： 助産師、看護師、准看護師 

     医療技術職員 ： 薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、理学療法士、

作業療法士、臨床工学技士、言語聴覚士、栄養士、 

視能訓練士 

     その他の職員 ： 用務員 
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 ⑶ 薬品及び貯蔵品について 

  ア 薬品使用効率は、表９に示すとおりである。 

   ・薬品使用効率は、７１.３％で前年度７２.２％と比べ、０.９ポイントの減

少となっている。 

   ・投薬薬品使用効率は、３３.９％で前年度３８.０％と比べ、４.１ポイント

の減少となっている。 

   ・注射薬品使用効率は、７７.４％で前年度７７.３％と比べ、０.１ポイント

の増加となっている。 

 

表９ 

薬 品 使 用 効 率 年 度 比 較 表 
（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 薬品の管理について 

     薬品の管理は、入庫から出庫まで薬品管理システムで記録し事務の迅速

化が図られ、毒薬、劇薬等は薬事法に基づき普通薬品と明確に区別して保

管されており、良好な管理下にあるものと認められた。 

  ウ 貯蔵品額等の年度比較は次のとおりである。 

   ・貯蔵品額は、薬品４,３６４万８千円で前年度３,１５２万７千円と比べ、

１,２１２万１千円（３８.４％）の増加となっている。 

   ・資産減耗費のうち棚卸資産減耗費は、２２６万２千円で前年度２２９万２

千円と比べ、２万９千円（１.３％）の減少となっている。 

71.3 72.2 71.4
投薬注射薬品収入／
投薬注射薬品費×100

投薬 薬品 使用 効率 33.9 38.0 55.9
投薬薬品収入／
投薬薬品費×100

注射 薬品 使用 効率 77.4 77.3 74.4
注射薬品収入／
注射薬品費×100

薬 品 使 用 効 率

令和元年度 平成３０年度 備　　考平成２９年度
              年　度
 区　分
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３ 資本的収入及び支出について 

 ⑴ 資本的収支状況について 

  ア 資本的収支状況は、表10に示すとおりである。 

   ・資本的収入は、３億６２９万６千円で前年度２億５,０３０万７千円と比べ

５,５９８万９千円（２２.４％）の増加となっている。 

   ・資本的支出は、８億４,８８０万９千円で前年度８億３,３３６万９千円と

比べ、１,５４３万９千円（１.９％）の増加となっている。 

  イ 資本的収入を項別にみると、次のとおりである。 

・都補助金は、１億７８７万７千円で前年度８,１５９万８千円と比べ、 

２,６２７万９千円（３２.２％）の増加となっている。 

・出資金は、５,０００万円で前年度と同額である。 

・寄附金は、１９万円で前年度１７万円と比べ２万円（１１.８％）の増加

となっている。 

・企業債は、１億４,７００万円で前年度１億１,７００万円と比べ、３,０

００万円（２５.６％）の増加となっている。 

・助産師、看護師貸付金返還金は、１２２万５千円で前年度１５３万５千円

と比べ、３１万円（２０.２％）の減少となっている。 

ウ 資本的支出を項別にみると、次のとおりである。 

・ 建設改良費は３億２５１万５千円で前年度２億９,３４１万９千円と比べ、

９０９万６千円（３.１％）の増加となっている。 

・助産師、看護師貸付金は、７５万円で前年度１９１万円と比べ、１１６万

円（６０.７％）の減少となっている。 

・企業債償還金は、４億９,９７４万５千円で前年度４億９,２３９万９千円

と比べ、７３４万６千円（１.５％）の増加となっている。 

・基金積立金は、１９万５千円で前年度１７万４千円と比べ、２万１千円（１

２.０％）の増加となっている。 

・他会計からの長期借入金償還金は、４,５６０万３千円で前年度４,５４６

万６千円と比べ、１３万６千円（０.３％）の増加となっている。 
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表10 

資 本 的 収 支 状 況 年 度 比 較 表 
（単位：円：％） 

決 算 額
(A)

構成比
決 算 額

(B)
構成比

増 減 額
(A)－(B)

比率

306,296,378 100.0 250,307,117 100.0 55,989,261 22.4

都 補 助 金 107,876,500 35.2 81,598,000 32.6 26,278,500 32.2

出 資 金 50,000,000 16.3 50,000,000 20.0 0 0.0

寄 附 金 190,000 0.1 170,000 0.1 20,000 11.8

基 金 積 立 金
利 息

5,366 0.0 4,484 0.0 882 19.7

企 業 債 147,000,000 48.0 117,000,000 46.7 30,000,000 25.6

助産師、看護師
貸 付 金 返 還 金

1,224,512 0.4 1,534,633 0.6 △ 310,121 △ 20.2

848,808,556 100.0 833,369,223 100.0 15,439,333 1.9

建 設 改 良 費 302,515,296 35.6 293,418,967 35.2 9,096,329 3.1

助 産 師 、 看
護 師 貸 付 金

750,000 0.1 1,910,000 0.2 △ 1,160,000 △ 60.7

企 業 債 償 還 金 499,745,035 58.9 492,399,313 59.1 7,345,722 1.5

基 金 積 立 金 195,366 0.0 174,484 0.0 20,882 12.0

他会計からの長期
借 入 金 償 還 金

45,602,859 5.4 45,466,459 5.5 136,400 0.3

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

対 前 年 度            区  分

  科  目

平成３０年度令和元年度

 

  エ 企業債償還状況は、表11に示すとおりである。 

表11 

企 業 債 償 還 状 況 
（単位：円） 

令和元年度末

当年度償還額 償還額累計 現　在　高

10,982,000,000 499,745,035 5,262,902,671 5,719,097,329

発行総額　
償　還　額

 

 ⑵ 建設改良工事について 

当年度建設改良工事はなかった。 

 ⑶ 有形固定資産の購入状況について 

有形固定資産購入状況は、表12に示すとおりである。 

医療器械等購入費は、１億２６７万４千円で前年度９,８０６万３千円と 

比べ、４６１万２千円（４.７％）の増加となっている。 
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表12 

有形固定資産購入状況表（１機100万円以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 財政状況について 

 

 病院事業の財政状況は、表13に示すとおりである。 

 

⑴  資産総額は、７８億１,６２６万円で前年度６９億４,０３７万円と比べ、８

億７,５８８万９千円（１２.６％）の増加となっている。 

  ア 固定資産は、５８億５,２６７万円で前年度５０億４，１５７万６千円と比

べ、８億１,１０９万４千円（１６.１％）の増加となっている。 

(ｱ) 有形固定資産は、５７億７,０５８万９千円で前年度４９億５,８４６万

６千円と比べ、８億１,２１２万３千円（１６.４％）の増加となっている。

品　　名 数量  購入額（円） 設置場所 納入年月日

手術台（第２室） 1
ゲティンゲグループ・
ジャパン(株)

MEERA 9,037,440 手術室 R1.8.21

内視鏡用超音波観測装置 1
オリンパスメディカルサ
イエンス販売(株)

ME-2セットプラン
（CV-290　ほか）

8,996,400 内視鏡室 R1.5.31

温冷配膳車　デリカートG3タイプ 3 PHC(株) CD1328H 6,102,000 栄養科 R1.7.10

泌尿器科検診台 1 タカラベルモント(株) UR-7300 ES16 2,343,600 泌尿器科外来 R1.9.30

VISERA膀胱腎盂ビデオスコープ 1
オリンパスメディカルサ
イエンス販売(株)

CYF-VA2 2,178,000 泌尿器科 R1.12.20

自動視野計
ﾊﾝﾌﾘｰﾌｨｰﾙﾄﾞｱﾅﾗｲｻﾞｰ

1
カールツァイスメディ
ティック(株)

HFAⅢ850　2137776 6,325,000 眼科 R2.1.30

整形外科ドリル 2
ｼﾞﾝﾏｰ･ﾊﾞｲｵﾒｯﾄ合同
会社

PR-7100-B00-00　ほ
か

4,730,000
手術室
（整形外科）

R1.12.6

高・低体温維持装置 1
ｼﾝｼﾅﾃｨｻﾌﾞｾﾞﾛ社
(ｱｲ･ｴﾑ･ｱｲ(株))

135 01 020 1,720,400 手術室 R1.11.29

チューブ洗浄乾燥装置 1
サクラ精機(株)
（(株)ｱｽｶﾒﾃﾞｨｶﾙ）

ASK-6000MD 6,160,000
手術室

（中央材料室）
R2.3.7

超音波診断装置　Voluson E10 1 GEﾍﾙｽｹｱ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ Voluson E10　BT20 19,360,000 産婦人科 R2.2.12

超音波診断装置　LOGIQ
e Premium Pro

1 GEﾍﾙｽｹｱ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ LOGIQ e Premium Pro 3,520,000
手術室
（麻酔科）

R2.2.28

メーカー・規格
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内訳は、立木は、３,４９８万６千円で前年度と同額である。建物は、１２

２億６,０７０万１千円で前年度１２１億８,６２９万２千円と比べ、７,

４４１万円（０.６％）の増加となっている。構築物は、１億１,３２５万

８千円で前年度と同額である。器械備品は、３８億１,３２５万２千円で前

年度３７億４,８７７万４千円と比べ、６,４４７万８千円（１.７％）の増

加、リース資産は、１１億８,２１４万２千円で前年度１億７,５５２万４

千円と比べ、１０億６６１万８千円（５７３.５％）の増加となっている。

なお、償却資産は、減価償却を行っている。 

   (ｲ) 無形固定資産は、１０万２千円で前年度と同額である。 

  イ 流動資産は、１９億６,３５９万円で前年度１８億９,８７９万４千円と比 

べ、６,４７９万５千円（３.４％）の増加となっている。 

   (ｱ) 現金預金は、７億６１２万７千円で前年度７億２,２５９万９千円と比べ、

１,６４７万２千円（２.３％）の減少となっている。 

   (ｲ) 未収金は、１２億８７０万８千円で前年度１１億４,０３７万円と比べ、

６,８３３万８千円（６.０％）の増加となっている。 

   (ｳ) 貯蔵品は、４,３６４万８千円で前年度３,１５２万７千円と比べ、１,

２１２万１千円（３８.４％）の増加となっている。 

   (ｴ) その他流動資産は、５１０万７千円で前年度４２９万８千円と比べ、８

０万９千円（１８.８％）の増加となっている。 

  ウ 繰延勘定は、０円で前年度と同一である。 

⑵  負債総額は、８４億１,５８３万４千円で前年度７７億８,７８８万２千円と

比べ、６億２,７９５万３千円（８.１％）の増加となっている。 

  ア 固定負債は、６５億４,１７２万６千円で前年度６１億４,８７１万９千円

と比べ３億９,３００万６千円（６.４％）の増加となっている。 

(ｱ) 企業債は、５２億１５６万７千円で前年度５５億７,２０９万７千円と 

比べ、３億７,０５３万円（６.６％）の減少となっている。 

(ｲ) 他会計借入金は、９,１８９万１千円で前年度１億３,７６３万１千円と

比べ、４,５７４万円（３３.２％）の減少となっている。 

（ｳ）リース債務は、７億８,９１２万７千円で前年度３,７９０万３千円と比

べ、７億５,１２２万４千円（１,９８２.０％）の増加となっている。 

(ｴ) 退職給付引当金は、４億５２８万９千円で前年度３億４,７２３万７千円

と比べ、５,８０５万２千円（１６.７％）の増加となっている。 

(ｵ) 修繕引当金は、５,３８５万１千円で前年度と同額である。 
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  イ 流動負債は、１５億６,９３８万２千円で前年度１３億４,０２８万５千円

と比べ、２億２,９０９万７千円（１７.１％）の増加となっている。 

(ｱ) 企業債は、５億１,７５３万円で前年度４億９,９７４万５千円と比べ、

１,７７８万５千円（３.６％）の増加となっている。 

   (ｲ) 他会計借入金は、４,５７４万円で前年度４,５６０万３千円と比べ、１

３万７千円（０.３％）の増加となっている。 

(ｳ) リース債務は、１億９,９９３万４千円で前年度２,１９２万円と比べ、

１億７,８０１万４千円（８１２.１％）の増加となっている。 

(ｴ) 未払金は、５億４,９１２万円で前年度５億１,８１４万３千円と比べ、

３,０９７万７千円（６.０％）の増加となっている。 

 (ｵ) 前受金は、４７６万３千円で前年度５４１万３千円と比べ、６５万円（１

２.０％）の減少となっている。 

      (ｶ) 賞与引当金は、２億５,１０６万７千円で前年度２億４,８１４万９千円

と比べ、２９１万８千円（１.２％）の増加となっている。 

      (ｷ) その他流動負債は、１２２万８千円で前年度１３１万２千円と比べ、   

８万４千円（６.４％）の減少となっている。 

⑶  資本総額は、△５億９,９５７万５千円で前年度△８億４,７５１万２千円と

比べ、２億４,７９３万７千円（２９.３％）の増加となっている。 

  ア 資本金は、７７億６,９３３万９千円で前年度７７億１,９３３万９千円と

比べ、５,０００万円（０.６％）の増加となっている。 

 

  イ 剰余金は、△８３億６,８９１万４千円で前年度△８５億６,６８５万１千

円と比べ、１億９,７９３万７千円（２.３％）の増加となっている。 

(ｱ) 資本剰余金は、５,３７１万２千円で前年度５,３５１万６千円と比べ、

１９万５千円（０.４％）の増加となっている。 

   (ｲ) 欠損金は、８４億２,２６２万６千円で前年度８６億２,０３６万７千円

と比べ、１億９,７７４万１千円（２.３％）の減少となっている。 
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表13 

比 較 貸 借 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

借 方

増 減 額 比率

5,852,669,653 74.9 811,093,918 16.1 5,041,575,735 72.6 △ 7.8 5,469,938,709 73.4

5,770,588,696 73.8 812,123,064 16.4 4,958,465,632 71.4 △ 7.8 5,380,259,147 72.1

土 地 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

立 木 34,986,000 0.4 0 0.0 34,986,000 0.5 0.0 34,986,000 0.5

資 建 物 12,260,701,408 156.9 74,409,580 0.6 12,186,291,828 175.6 0.2 12,156,289,428 163.0

構 築 物 113,258,350 1.4 0 0.0 113,258,350 1.6 0.0 113,258,350 1.5

器械備品 3,813,252,344 48.8 64,477,853 1.7 3,748,774,491 54.0 0.9 3,716,866,095 49.8

リース資産 1,182,141,747 15.1 1,006,617,639 573.5 175,524,108 2.5 △ 83.1 1,040,483,850 14.0

産
減 価 償 却

累 計 額 11,633,751,153 △ 148.8 333,382,008 3.0 11,300,369,145 △ 162.8 △ 3.3 11,681,624,576 △ 156.7

101,508 0.0 0 0.0 101,508 0.0 0.0 101,508 0.0

電 話 加 入権 101,508 0.0 0 0.0 101,508 0.0 0.0 101,508 0.0

81,979,449 1.0 △ 1,029,146 △ 1.2 83,008,595 1.2 △ 7.3 89,578,054 1.2

の 長 期 貸 付金 28,267,901 0.4 △ 1,224,512 △ 4.2 29,492,413 0.4 △ 18.6 36,236,356 0.5

基 金 53,711,548 0.7 195,366 0.4 53,516,182 0.8 0.3 53,341,698 0.7

1,963,589,921 25.1 64,795,499 3.4 1,898,794,422 27.4 △ 4.4 1,987,158,153 26.6

706,127,081 9.0 △ 16,472,310 △ 2.3 722,599,391 10.4 △ 0.3 725,001,324 9.7

部 1,208,707,808 15.5 68,337,790 6.0 1,140,370,018 16.4 △ 7.1 1,227,046,203 16.5

43,648,068 0.6 12,120,619 38.4 31,527,449 0.5 1.9 30,939,895 0.4

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

5,106,964 0.1 809,400 18.8 4,297,564 0.1 3.0 4,170,731 0.1

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

7,816,259,574 100.0 875,889,417 12.6 6,940,370,157 100.0 △ 6.9 7,457,096,862 100.0

固 定 資 産

有 形 固定 資産

無 形 固定 資産

前 払 金

令和元年度

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

科 目

金 額

保 管 有価 証券

その他 流動 資産

繰 延 勘 定

新 病 院建 設費

資 産 合 計

投 資

流 動 資 産

金 額 構成比
対前年度

比率
金 額

平成３０年度 平成２９年度

構成比構成比
対 前 年 度
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対 照 表 
                         （単位：円：％） 

貸 方

増 減 額 比率

6,541,725,707 83.7 393,006,272 6.4 6,148,719,435 88.6 △ 6.6 6,585,910,091 88.3

5,201,567,290 66.5 △ 370,530,039 △ 6.6 5,572,097,329 80.3 △ 6.4 5,954,842,364 79.9

91,891,403 1.2 △ 45,739,667 △ 33.2 137,631,070 2.0 △ 24.9 183,233,929 2.5

789,126,614 10.1 751,223,522 1,982.0 37,903,092 0.5 △ 31.2 55,112,143 0.7

405,289,245 5.2 58,052,456 16.7 347,236,789 5.0 6.1 327,271,241 4.4

負 53,851,155 0.7 0 0.0 53,851,155 0.8 △ 17.7 65,450,414 0.9

1,569,381,850 20.1 229,097,100 17.1 1,340,284,750 19.3 △ 15.8 1,591,525,799 21.3

債 517,530,039 6.6 17,785,004 3.6 499,745,035 7.2 1.5 492,399,313 6.6

45,739,667 0.6 136,808 0.3 45,602,859 0.7 0.3 45,466,459 0.6

の 199,933,710 2.6 178,014,174 812.1 21,919,536 0.3 △ 85.2 148,163,013 2.0

549,120,434 7.0 30,977,114 6.0 518,143,320 7.5 △ 20.8 653,942,074 8.8

部 4,763,000 0.1 △ 650,000 △ 12.0 5,413,000 0.1 △ 1.1 5,473,000 0.1

251,067,000 3.2 2,918,000 1.2 248,149,000 3.6 1.4 244,777,940 3.3

1,228,000 0.0 △ 84,000 △ 6.4 1,312,000 0.0 0.6 1,304,000 0.0

304,726,798 3.9 5,849,270 2.0 298,877,528 4.3 △ 6.7 320,395,534 4.3

304,726,798 3.9 5,849,270 2.0 298,877,528 4.3 △ 6.7 320,395,534 4.3

8,415,834,355 107.7 627,952,642 8.1 7,787,881,713 112.2 △ 8.4 8,497,831,424 114.0

7,769,339,211 99.4 50,000,000 0.6 7,719,339,211 111.2 0.7 7,669,339,211 102.8

7,769,339,211 99.4 50,000,000 0.6 7,719,339,211 111.2 0.7 7,669,339,211 102.8

資 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

企 業 債 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

本 △ 8,368,913,992 △ 107.1 197,936,775 △ 2.3 △ 8,566,850,767 △ 123.4 △ 1.6 △ 8,710,073,773 △ 116.8

53,711,548 0.7 195,366 0.4 53,516,182 0.8 0.3 53,341,698 0.7

の 国 庫 補 助 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

都補助金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

部
他 会 計

補 助 金
0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

寄 附 金 53,422,545 0.7 190,000 0.4 53,232,545 0.8 0.3 53,062,545 0.7

基 金 積 立 金

利 息 289,003 0.0 5,366 1.9 283,637 0.0 1.6 279,153 0.0

そ の 他

資 本 剰 余 金
0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

8,422,625,540 △ 107.8 △ 197,741,409 △ 2.3 8,620,366,949 △ 124.2 △ 1.6 8,763,415,471 △ 117.5

当 年 度 未

処 理 欠 損 金 8,422,625,540 △ 107.8 △ 197,741,409 △ 2.3 8,620,366,949 △ 124.2 △ 1.6 8,763,415,471 △ 117.5

△ 599,574,781 △ 7.7 247,936,775 △ 29.3 △ 847,511,556 △ 12.2 △ 18.6 △ 1,040,734,562 △ 14.0

7,816,259,574 100.0 875,889,417 12.6 6,940,370,157 100.0 △ 6.9 7,457,096,862 100.0

金 額 構成比金 額 構成比
対 前 年 度

金 額 構成比
対前年度

比率

負 債 合 計

資 本 金

自己資本金

借入資本金

未 払 金

科 目

修繕引当金

平成３０年度 平成２９年度令和元年度

流 動 負 債

企 業 債

他会計借入金

リース債務

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

固 定 負 債

企 業 債

その他 流動 負 債

資本剰余金

剰 余 金

欠 損 金

前 受 金

退 職 給 付

引 当 金

他会計借入金

リース債務

繰 延 収 益

長期前受金

賞与引当金
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第３ 意見・要望等   
 

 令和元年度は、急性期３００床２次救急病院として維持・継続するために「新公

立病院改革プラン」に基づき取り組みが進められた。 

令和３年４月１日からの地方公営企業法の全部適用に向け、４月から新たに経営

企画室を設置し体制整備を進め、６月に「日野市立病院地方公営企業法全部適用基

本方針」を策定し準備に着手した。 

令和３年度の地域医療支援病院承認を目指し、地域のクリニックとの連携を一層

強化し、紹介、逆紹介を推進した。また、救急受け入れ態勢の充実のため、準夜帯

救急受入改善事業にも着手し、夜間の看護配置、救急室の人員配置、電話対応等の

改善を進め、病院救急車の運営も段階的に開始し、公立病院として５疾病（がん、

脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神疾患）５事業等（救急、災害、周産期、小児、

高齢化による医療ニーズへの対応）に取り組み、地域の医師会、回復期・療養型病

院、介護施設等との連携を進め、地域包括ケアシステムにおける急性期病院として

の役割を果たすことに努めた。 

なお、新型コロナウイルス感染症の影響から、令和２年２月には院内に対策本部

を設置し、東京都、医師会等と連携した対策に取り組んでいる。 

 病院利用状況は、入院患者数８万７，１５１人で、前年度比２.４％減少した。病

床利用率は７９.４％で、前年度比２.２ポイント減少した。外来患者数は１９万２,

９０８人で、前年度比４.６％減少した。 

 救急車受入件数は３,５２７件で、前年度比１０.３％減少した。紹介率は 

４９.１％で、前年度比５.６ポイント増加した。また、逆紹介率も６３.９％で、前

年度比２.１ポイント増加した。 

 収益的収入及び支出の状況は、病院事業収益が８５億８,０３７万７千円で、前年

度比１.０％減少した。うち医業収益は６９億５,０３２万３千円で、前年度比 

２.０％減少した。医業収益のうち、入院収益は４６億１,１３９万６千円で、前年

度比１.８％増加した。外来収益は２１億３,３８３万１千円で、前年度比８.５％減

少した。医業収益減少の理由としては、入院収益は、病床利用率が２.２ポイント減

少し、入院患者数が前年度比２.４％(２,１５６人)減少したが、1 人当たり単価が
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前年度比２,１６７円（税抜き）増加したことにより増加したものの、外来収益は、

延患者数が前年度比４.６％（９,３０１人）減少し、１人当たり単価も前年度比 

４８１円（税抜き）減少したことにより減少したものである。 

 病院事業費用は８３億８，２６３万６千円で、前年度比１.７％減少した。うち医

業費用は８２億７０２万３千円で、前年度比１.８％減少した。主な医業費用の増減

内訳は、給与費が２.１％の増加、材料費が７.８％の減少、経費が２.１％の増加、

減価償却費が２４.１％の減少、資産減耗費が２１.７％の減少となっている。 

 資本的収入及び支出の状況では、資本的収入が３億６２９万６千円で、前年度比

２２.４％増加した。主な増減内訳は、都補助金が３２.２％の増加、企業債が 

２５.６％の増加となっている。出資金は同一である。 

 資本的支出は８億４,８８０万９千円で前年度比１.９％増加した。主な増減内訳

は、建設改良費が３.１％の増加、企業債償還金が１.５％の増加、他会計からの長

期借入金償還金が０.３％の増加となっている。 

 令和元年度の市立病院の経営成績は、純利益額１億９,７７４万１千円となり、前

年度純利益額１億４,３０４万９千円と比較すると５,４６９万３千円（３８.２％）

増加した。しかし、当年度未処理欠損金は８４億２,２６２万６千円となっている。 

純利益額が増加した主な理由は、給与費や経費が増加した一方で、それ以上に減

価償却費や材料費が減少したことによるものである。 

なお、一般会計からの繰入金額は１０億円で前年度と同額である。 

また、単年度の現金ベースでの収支では、３,８０３万７千円の黒字となったが、

前年度より１,２４９万円減少した。 

 

 主な経営指標から新公立病院改革プランの目標数値との比較をすると、経常収支

比率は１０２.４％で、前年度比０.４ポイントの増加で、目標値１０２.６％と比べ

ると０.２ポイント下回った。 

 医業収支比率は９２.８％で、前年度比０.６ポイントの増加で、目標値９３.６％

と比べると０.８ポイント下回った。 

 給与費対医業収益比率は４９.２％で、前年度比２.４ポイントの増加で、目標値

４５.８％と比べると３.４ポイント上回った。 
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 材料費対医業収益比率は２０.８％で、前年度比１.６ポイントの減少で、目標値

２２.３％と比べると１.５ポイント下回った。 

 病床利用率は７９.４％で、前年度比２.２ポイントの減少で、目標値８４.５％と

比べると５.１ポイント下回った。 

 

公立病院の経営状況は極めて厳しい状況に置かれているが、「新公立病院改革プラ

ン」に基づき取り組みを進め、地域の中核病院として、引き続き経営改善に取り組

んでいただきたい。 

公立病院としてその役割を果たしていくため、職員一丸となって意識し取り組み、

良質な医療を継続して提供できる体制を構築し、市民に信頼され選ばれる自立した

病院として発展していくことを期待している。そのためには、病院の運営体制の強

化とあわせ、内部統制が有効に機能する体制整備の取り組みに努められたい。 

 

令和元年度の決算審査においては次の点を要望する。 

 

１ 経営指標の改善に向けて    

  「新公立病院改革プラン」を推進し、経営改善に努められたことは認められた

が、事業収益は、入院の診療単価は増加したものの外来の診療単価は減少し、入

院・外来患者数ともに減少した結果減少した。事業費用は給与費や経費などの固

定費は増加したものの、減価償却費や材料費が減少したこと等により減少した。

その結果、前年度の純利益額１億４,３０４万９千円から、今年度は純利益額１億

９,７７４万１千円となった。しかし、依然として当年度未処理欠損金は８４億２,

２６２万６千円となっている。単年度の現金ベースでの収支では前年度の５,０５

２万７千円の黒字から、今年度は３,８０３万７千円の黒字となった。これは減価

償却費の大幅な減少が大きな要因となっている。令和元年度末からの新型コロナ

ウイルス感染症について今後も先が見えない状況が続き、その影響も懸念される

が、収益の向上と支出の抑制に努め、収支バランスの向上を図ることによって、

一般会計負担の段階的な削減等新公立病院改革プランが着実に実行されることを

期待する。病院の将来像を見据えつつ、一層の努力を望みたい。また、令和３年
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度の地方公営企業法全部適用に向け「日野市立病院地方公営企業法全部適用基本

方針」に基づき移行準備を着実に進められたい。 

 

２ 地域医療連携の一層の推進について 

  急性期、中核病院としての役割を果たしていくため、地域のかかりつけ医との

連携に力を入れており、そのことは前年度に引き続き紹介率、逆紹介率の向上と

して結果に現れている。令和３年度の地域医療支援病院承認を目指し一層推進さ

れたい。今後は救急車受入件数の増加も含め地域との連携を密にして、市民に選

ばれ信頼される公立病院としてその役割を果たしていくことを期待したい。 

 

 

 

□注  主な経営指標については、新公立病院改革プランの目標数値と比較するため、

総務省の地方公営企業決算状況調査の基準に基づき算定したものを使用。 

このため、決算数値とは異なる。 

 

□注  紹介率、逆紹介率については、地域医療支援病院の承認要件である計算式に変

更したため、令和元年度の決算から数値が変更となっている。 

このため、前年度比算出においても同様に計算式変更後の数値を使用。 
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参 考 

収 益 的 収 入 及 び 支 出 等 の 推 移 
（単位：円：％） 

6,950,322,505 7,093,446,560 7,165,786,441 △ 143,124,055 △ 2.0

4,611,396,170 4,531,869,094 4,515,675,784 79,527,076 1.8

2,133,830,966 2,332,810,140 2,424,337,271 △ 198,979,174 △ 8.5

205,095,369 228,767,326 225,773,386 △ 23,671,957 △ 10.3

負担金
交付金

900,000,000 900,000,000 900,000,000 0 0.0

補助金 50,000,000 50,000,000 120,000,000 0 0.0

3,404,000 3,591,235 2,032,000 △ 187,235 △ 5.2

394,027,000 379,557,000 387,564,000 14,470,000 3.8

1,347,431,000 1,333,148,235 1,409,596,000 14,282,765 1.1

8,207,023,443 8,358,527,555 8,851,874,041 △ 151,504,112 △ 1.8

4,551,302,292 4,458,942,713 4,532,697,838 92,359,579 2.1職 員 給 与 費

その他医業収益

繰
入
金

医 業 費 用

比率

対 前 年 度

医 業 収 益

内
　
訳

入 院 収 益

外 来 収 益

一般会計
繰 入 金

国 庫 補 助 金

都 補 助 金

合 計

          年    度

  内    訳
令和元年度 平成３０年度 平成２９年度

増減額

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


